	申請書類の作成要領と留意点


JICSNGOの支援対象事業は書類選考のみで決定します。

そのため、団体状況（経営、業務実績・能力、実施体制等）、また、支援対象として提案されたプロジェクトの目的が明確であるか、実施計画が充分に検討され適切に実施できるかといった全ての内容を申請書類で判断しますので、その点に留意して作成してください。

以下は各申請書類の主な留意点と目標の考え方です。
全体共通事項

・記入欄について 　水 色　 は選択欄、　黄 色　は自由入力欄です。
・一部の申請書には枚数・字数制限を設けています。

　詳細説明が必要な場合や、所定の様式に記入できない図や説明資料は、別添として提出してください。

・記載漏れや記入内容の齟齬がないよう充分留意してください。
特に収支関連報告欄は団体の財務諸表等と数字の整合性を充分に確認してください。

申請書類－表紙

提出の必要な申請書類に漏れがないかをチェックし、公印を押して提出してください。
＜提出部数と方法＞ 郵送での提出以外にデータをメールで提出してください。

郵 送 ： 全書類　各2部　（オリジナル1部、コピー1部）
メール ： 所定様式①～⑫　データ　（公印のない書類でも可。　E-mail: shienngo@jics.or.jp）　
申請書類－①　団体概要（１）
団体の基本情報と他機関からの助成状況等を記入してください。
＜注意＞

・「本部所在地」欄
→　郵便物郵送先等が本部以外の場合は、別紙により送付先を指定してください。
・「年間総事業費」欄

→団体内役員会等で承認され対外的に公表している収支報告書をもとに、最新の連続する２年間分（2011年度、2012年度）の状況を記入してください。
・「他団体支援実績欄」

→主な助成団体名（主体）、件名（内容）、実施期間を記入してください。　
申請書類－②　団体概要（２）
団体の設立経緯、事業対象分野、事業形態、活動対象国、現在実施中の主なプロジェクト、事業沿革を記述してください。

	　≪図1≫申請書類③～⑧　参考図
　　　　団体の全体活動とプロジェクト活動における

上位目標、プロジェクト目標、プロジェクト成果との関係









≪上記③のプロジェクト≫
全体予算額300万円の計画プロジェクトのうち団体自己資金は50万円。
その他JICS NGO支援100万円、他助成機関150万円の助成金を受けて実施。
　　　 　　※JICS支援額上限100万円が、「団体の計画するプロジェクト」の全予算額となるケースもあります。


ここから、申請書類③～⑧の「目標」の考え方を示しますので、ご参照ください。
JICSNGO支援は、団体の掲げる最終目標を達成するための活動の一部を支援するものです。
団体が行う様々なプロジェクトは、それぞれの役割を持ち実施されているかと思いますが、明確な目標と具体的な計画を立てることが大切です。
≪参考例≫ ～広報媒体の見直し・改訂プロジェクトを申請する場合～　
	成　果

　　　↓
	広報媒体の利用状況の調査、内容の見直しについて検討を行い、ホームページとパンフレットの改訂を行った。（改訂によりホームページへのアクセス数増加した）

	プロジェクト

目標

　　　↓
	JICSNGO支援により改訂した広報媒体（＝成果）を活用し、団体の行う活動を積極的に周知し、支援者拡大（会員○名）、寄附金の増加（寄附金○円）を目指す。これにより安定した活動資金を得て常勤職員の採用を行い更なる基盤強化を目指す。

	上位目標
	支援者が増え、寄附金の増加により団体経営状況を安定させた中で常勤職員を新たに採用し（常勤職員○名体制）、更なる基盤強化を行うことで、充実したプロジェクト活動を実施し、現地裨益対象への改善をもたらす。


申請書類－③　団体または団体の実施するプロジェクトの上位目標　

上位目標とは、団体または団体の実施する全体活動の目標（最終目標）を指します。（上記図1参照）
（1） 上位目標　
JICSNGO支援対象のプロジェクトや団体の計画しているその他の各プロジェクトが終了した後にも、それらの活動により得られた成果を継続して活用し、団体や団体の実施するプロジェクトの裨益対象に改善された状態をもたらす活動をすることが大切です。JICSNGO支援期間またはプロジェクト実施期間終了後数年のうちに実現すべき状態、将来的な目標を記述してください。
（２）上位目標の達成を図る指標

いつまでに、どのような状態になっていれば、上位目標が達成されたと判断するのか、その基準を設定してください。（具体的な数値含めるとわかりやすい指標になります）
（３）上位目標を達成するための活動計画

支援期間、プロジェクト実施期間終了後、上位目標を達成するための活動計画を記述してください。

申請書類－④　団体または団体の実施するプロジェクトのプロジェクト目標

プロジェクト目標とは、JICSNGO支援の対象プロジェクト、または支援対象プロジェクトを含む団体の計画するプロジェクト全体の目標を指します。（上記図１参照）
（１）プロジェクト目標
JICSNGO支援対象のプロジェクト活動を行って得た「成果」（申請書類-⑤で設定）を用いて、裨益対象の状態や状況がどのように改善されることを目指すのかを記述してください。プロジェクトによっては、JICS NGO支援の実施期間である約1年では目標の設定自体が難しいことも想定されます。その場合は、JICSNGO支援期間内で実現できる事項をここに記述してください。

支援期間が終了した後（１～2年後）の目標は上位目標に記述してください。

（２）プロジェクト目標の達成をはかる指標

プロジェクトの目標が達成されたとみなす基準を、客観的に評価できるように設定してください。

プロジェクトの実施前後を比較できるような数値設定をすると客観的な検証が行いやすくなります。
（３）プロジェクト目標を達成するための活動計画

プロジェクト目標を達成するため、申請書類⑤で設定した「成果」をどのように用いて活動するのか、目標達成予定の時期、スケジュール、実施方法をその計画を記述してください。

申請書類－⑤　支援対象プロジェクトの成果
（１）成果

成果とは、JICSNGOの支援を受けたプロジェクトを実施した結果として生み出されるもの、プロジェクト活動で実現すべき事項です。　具体的に記述してください。

（２）成果の指標 

成果が達成されたとみなす基準を客観的に評価できるように設定してください。成果を測るための基準としてプロジェクトの実施前後の状況や数値を比較して何がどのように変化すれば成果が得られたとするのかを記述してください。

≪注≫

JICSNGO支援へ申請するプロジェクトが、JICSNGO支援の支援金額内、支援対象期間内で全て完結されるというケースもあります。（図1の団体の計画するプロジェクト③＝JICSの支援するプロジェクト）その場合、成果とプロジェクト目標がほぼ同じとなる可能性があります。その場合、申請書類-④と　　申請書類-⑤のどちらかを省略しても構いません。　

申請書類－⑥　支援対象プロジェクトの背景・必要性
JICSNGO支援事業へ申請するプロジェクトの背景と必要性について記述してください。

・「実施の背景」欄
→プロジェクトの実施に至る対象地域の社会的・経済的背景、対象者の現状等を記述してください。

　・「裨益対象者／対象者数」欄
→直接裨益者の特定が難しい場合は、間接裨益者でも構いませんが、根拠の示せる裏づけのある内容としてください。 （事前調査がきちんと行われたプロジェクトであることが必要です）
・「実施の必要性」欄
→実施の背景を踏まえて、対象地域と対象者の問題点、ニーズ、改善策等を記述してください。
・既に実施中のプロジェクトの一部をJICSNGO支援に申請する場合は、実施中の該当プロジェクト計画とこれまでの成果や課題等も補記してください。　
申請書類－⑦　支援対象プロジェクトの活動計画（１）

JICSNGO支援を受けて実施するプロジェクトの具体的な活動計画を時系列に記述してください。
≪注意≫

申請に際し、現地受入体制の確認、実施スケジュール、各担当者の配置等、可能な限り詳細な計画を立ててください。支援が決定した後にも改めて計画の詳細を提出いただきますが、主要部分の計画に変更が生じた場合、支援を見送る可能性もありますので留意してください。
申請書類－⑧　支援対象プロジェクトの活動計画（２）
プロジェクト活動の関係先等詳細を記述してください。
・「貴団体との関連性・役割分担」欄

→現地協力機関がある場合、貴団体との関係（経理管理や各種活動の役割分担等）が明確にわかるよう記述してください。

・「実施体制」欄

→JICSNGO支援を受けて実施する予定のプロジェクトの実施体制を記述してください。（必要に応じて体制図を添付）申請するプロジェクトが大きなプロジェクトのうちの一部、または既に実施しているプロジェクトの一環である場合は、全体プロジェクトの概要と支援対象プロジェクトとの関係性も記述してください。
申請書類－⑨　支援対象プロジェクトの実施責任者及び業務従事者

　　JICSNGO支援プロジェクトに係わる責任者、業務従事者（全員）情報を記入してください。
・全体プロジェクトとJICSNGO支援対象プロジェクトの責任者が異なる場合は両者とも記入対象です。

・プロジェクト責任者、主担当者、専門的な知識を要するプロジェクトを実施する担当者は、所有資格や類似業務経験を確認するため、業務従事者経歴書(様式不問)を添付してください。
≪個人情報の取り扱い≫ 

支援事業の選考に必要な範囲内で個人情報の提供をお願いしています。選考以外の目的で皆様の個人情報を利用することはありません。
申請書類－⑩　支援対象プロジェクト予算・団体収入及び管理費支出一覧
（1） 支援対象プロジェクトの予算
　　JICS NGO支援金上限額は100万円ですが、申請するプロジェクトの予算額が100万円以内ということではありません。100万円を超えるプロジェクトでも、既に実施中のプロジェクトでもその一部に対する支援も可能です。その場合、プロジェクト全体予算も確認できるような記入としてください。
　　　　＜注意＞

同一プロジェクトにおいて他の助成金との重複受給は可能ですが、同一使途（支出）に対する支援はできません。
（2） 団体の収入及び管理費支出一覧

　　団体内役員会等で承認され対外的に公表している収支報告書をもとに2011年度、2012年度の実績と2013年度の予算を記入してください。

＜注意＞

この一覧では団体の収入に対する管理費支出の割合を確認するため、収入・支出とも対象外とする項目があり申請書類①に記入の総事業費とは異なります。
対象項目等は下表を参照してください。
	収　　入

	対　 象
	1 会費、寄付金（会員等からの会費収入／一般・企業等からの寄付金）

2 助成金、補助金（民間団体等からの助成金、補助金）
3 事業収入（バザー、フェアトレード、その他実施事業による収入）

	対象外
	1 前年度繰越金、事業借入金、預金利息、受取利息等

2 雑収入

	支　　出

	対　 象
	1 「人件費」のうち　給与、法定福利費、通勤定期代、退職金、
2 「人件費」のうち　現地事務所で管理費として人件費計上している費用

3 「人件費」のうち　現地事務所の管理を日本で行うための費用
4 「その他管理費」のうち　雑費、拠出金

	対象外
	1 「人件費」のうち　事業費に計上されている人件費、
2 「人件費」のうち　通勤定期代以外の交通費

3 「その他管理費」のうち　借入金返済、退職引当金


申請書類－⑪　申請費用
申請書類-⑫で作成するプロジェクト費用明細に基づき、JICSNGO支援への申請額、自己資金、他助成金額について記入してください。

申請書類－⑫　
JICSNGO支援事業に申請するプロジェクト経費の内訳を記入してください。

（1） 支援項目

直接事業費、団体基盤強化費のいずれかを選択してください。
どちらとも申請する場合は、申請書を２枚に分けて提出してください。

直接事業費 ： プロジェクトの実施や運営、評価に直接または間接的に必要となる経費

団体基盤強化費 ： 組織運営の安定・強化のために必要となる経費
（２）申請金額内訳

支援金使途の詳細を、別表１「項目への記入事項」、別表2「費用項目の留意点」、別表3「人件費の積算・精算」を参照し記入してください。
JICS NGO支援金上限額は100万円ですが、申請するプロジェクトの予算額が100万円以内でなければならないということではありません。100万円を超えるプロジェクトでも、既に実施中のプロジェクトでもその一部に対する支援が可能です。その場合は、プロジェクト全体の妥当性も審査しますので、JICSNGO支援に該当しない団体自己負担やその他助成金を充当する費用についても記入してください。
なお、JICSNGO以外の費用については、全体概要が見える範囲で項目をまとめて記入しても構いません。また、金額の根拠書類の提出も不要です。

（これらの費用を記入することにより、JICS NGO支援に申請された経費が適当でないと判断された場合に自己資金の項目に振り替えて承認されるケースもあります。また、支援が決定しプロジェクトが開始された後に止むを得ない事情で資金使途の変更が生じた場合にも、自己資金の該当項目へ流用する手続きが比較的スムーズにできることもあります。）

  ＜注意＞

・全ての費用について、所要額の算出根拠、計算方法をはっきりと示してください。　
（３）資機材管理規程の有無／管理責任者／維持管理体制

購入した資機材を現地で使用する場合の管理規程の有無と管理責任者、機材維持管理体制を記述してください。
申請時点で管理規程等がなく体制が整っていない場合は、事業を実施するまでどのように整備するか、今後の計画を記述してください。

別表1　　項目への記入事項（申請書類-⑫）
	項　目
	記入事項

	項目（品目名等）

	資機材購入・賃料は品目名
その他は別表2の費用項目から選択（人件費、旅費等）

	仕様


	資機材購入・賃料は「メーカー名」「型番」「仕様」等対象の特定ができる情報
その他は、用途や支払対象を特定できる詳細情報

	数量
	購入数、回数、人数等の数量

	単価


	購入品等の単価
※資機材購入費、輸送費、賃借料、制作費、旅費等、価格の比較が可能な費用の場合は、原則２社以上から見積書を取り最安値を採用すること
※人件費、講師謝金、旅費関連支出、事務所賃料等は、団体規程や契約書等の単価根拠を提示できるものを採用すること

	所要額
	数量×単価

	JICS申請額
	所要額のうち、JICSNGO支援への申請額

	自己資金
	所要額のうち、団体の自己資金充当額

	他助成金
	所要額のうち、他助成金充当額

	使用目的


	申請品目の具体的な活用方法、使用理由。輸送費の場合は輸送手段の選択理由。（詳細な報告が必要な場合は、別紙で提出）

	金額根拠


	単価の根拠書類を添付する場合は、その書類名を記入。

（見積書、契約書、カタログ、HP情報、労働条件通知書、団体規程等）
※見積書の取付けが困難な場合は、その理由と代わりとなる根拠書類を提出

※人件費の場合は「人件費単価が記載された定款・就業規則等」「労働条件通知書」「雇用契約書」または「金額が妥当であることを証する書類」を添付。
積算方法の詳細は別表3を参照

	備考1
	所要額欄の計算方法を「数量」×「単価」の欄のみでは示せない場合「備考1」へ補足情報を記入してください。　　　　　　　　　　

　例1：人件費所要額168,000円の場合（@7,000×4日×6ヵ月×1名）

　例2：外貨換算の計算方法　（現地見積金額×レート）

	備考2
	所要額の計算根拠となる書類名称を記入。

	添付書類No.
	提出書類と照合し易くするため、根拠書類にNo.を付す

	（換算レート）

	・外貨は、日本円に換算
・換算レートは1つとする。採用レートは団体都合により決定可

・採用レートの根拠書類を添付

※支援金精算の際には事業実施期間内のレート（1つ）を採用。見積時からレートの変動により残余金が生じた場合は、支援金額内において費目間流用することが可能。超過した場合は団体負担。


別表2　費用項目の留意点
	全費用共通の留意点

	■資金の使用目的が明確であり必要性が認められること

■適正かつ妥当な費用であり、その根拠を示すことができること

次の費用は認められません。

■事前の調査及び研究、調査のための費用

■寄贈を主たる目的とする建物の建設費、物品の購入費等

■用地取得のための費用

■親睦会や飲食にかかる費用

■パスポート・査証取得料、関税、傷害保険料

■その他JICSNGO支援の内容に該当しないと判断される費用

	No
	費用項目
	補足・留意点等

	1
	資機材購入費
	・銘柄、仕様、利用目的、購入時期、適切な輸送手段の確保、輸送時期が明確であること
・資機材の受入先（責任者）、機材の維持管理体制が整っていること
・原則として２社以上の見積によること※

	
	
	車輌、スペアパーツ、機材の稼動に必要な消耗品も支援対象

	2
	資機材検査・
修繕費
	・対象機材の使用目的が明確であり、新たな購入よりもメリットがあること。
（修理価格と購入価格の比較ができる見積または根拠情報が必要）

	3

	資機材輸送費
	・輸送手段が適正かつ妥当であること

	
	
	・陸、海、空利用可（輸送手段の選択理由を使用目的の欄に明記）
・原則として２社以上の見積によること※

	　4
	賃借料

（資機材借上／車輌借上）
	・利便性・費用面等で購入するよりもメリットがあること

・原則として２社以上の見積によること※

	
	
	・保険料、ドライバー傭人費、ガソリン代、駐車料金、高速料金も支援対象

	5
	人件費
	・費用の根拠が団体規程等で明確であること
・雇用条件が明確かつ契約内容が明文化されていること
・新規採用者を支援対象とする場合、その担当業務が明確であり、可能な限り採用者の目途がついていること　

	
	
	直接雇用者の他に、専門家、アルバイト、現地傭人、通訳も支援対象。（給与のうち通勤費・法定福利費は除く）　　翻訳料も可。


	No
	費用項目
	補足・留意点等

	6
	旅費・交通費
	・利用者、手段、経路が明確で、団体規程等に基づく妥当な価格であること。

・原則として２社以上の見積によること※

	
	
	・航空賃、鉄道賃、公共バス、タクシー対象。　通勤費は対象外。

・研修会等への参加交通費は研修費、広報イベントに関する交通費は広報費に計上

	7
	宿泊費
	・利用者、利用内容が明確であり、団体規程に基づく妥当な価格であること。

	
	
	・ 1泊あたりの宿泊費上限は団体規程に基づき、支援の対象は対象プロジェクトに従事する利用分に限る
・　食事やその他サービスは原則として支援対象外

	8
	事務所賃料
	・契約内容が妥当であり、契約内容が明文化されていること
・新たな賃貸の際は２社以上の見積によること

	
	
	・電気、ガス、水道等の諸経費、団体関係者の住居の利用は支援対象外

	9
	通信・運搬費
	・利用内容が明確で妥当な料金であること

	
	
	・電話料、ネット・サーバー使用料、書類郵送料等支援対象

	10
	会議費
	・事業の実施に不可欠な会議であること

・会場／機材借上費は原則として２社以上の見積によること※
・交通費、宿泊費の利用額上限は団体規程に基づく妥当な価格であること

	
	
	・食事やその他サービスは原則として支払対象外

	11
	広報費
	・人材育成・支援者拡大を目的とした広報活動（広報媒体作製・イベント開催・参加等）であること

・会場／機材借上費、広報媒体の制作費は原則として２社以上の見積に
よること※
・交通費、宿泊費の利用額上限は団体規程に基づく妥当な価格であること

	
	
	・食事やその他サービスは原則として支払対象外

	12
	研修費
	・人材育成・支援者拡大を目的とした研修会の開催または参加であること

・会場／機材借上費は原則として２社以上の見積によること※
・交通費、宿泊費の利用額上限は団体規程に基づく妥当な価格であること

	
	
	・食事やその他サービスは原則として支払対象外

	13
	その他
	事業を進める上で必要とめられ、適正かつ妥当な費用であるが、上記項目に該当しないもの


※「原則として２社以上の見積による」となっている対象項目については、見積りの取得が難しい場合は、その理由書と見積り以外に根拠となる情報の提出でも可。
別表3　人件費の積算・精算
	JICSNGOが支援する人件費は、「NGO団体が労働基準法、団体規程等に基づき書面による雇用契約を締結している従事者（以下従事者という）」が「JICSNGO支援対象事業に従事した時間・日数に対して支払った報酬」を対象としています。
支援事業が完了し、精算を行う際には、対象事業に従事した時間・日数、団体が従事者に支払った事実の確認ができる書類等の提出が必要です。また、積算（今回の申請）時に提出できない契約書や労働条通知書等の積算根拠書類がある場合は、精算時までに提出していただくことになります。

	積算

（申請時）
	積算方法
次のいずれかで積算してください。

1. 日額単価×支援対象事業に係る予定日数
2. 時間単価×支援対象事業に係る予定時間数　　

（注意）

月額契約の従事者を支援対象者とする場合は、【月額単価（通勤費・法定福利費除く）÷20】により日額単価を算出し、支援対象事業に従事する日数分のみを計上してください。

但し、支援対象従事者の担当業務が支援対象事業のみ、且つひと月に行う全ての業務が支援対象事業のみである場合は、月額単価のまま計上しても構いません。

	
	証憑書類
申請の際は積算の根拠として次の書類を提出してください。

1. 雇用契約書、労働条件通知書等、雇用形態・条件（積算根拠となる従事期間・単価含む）の確認ができるもの
2. 定款、就業規則等、雇用契約の根拠が確認できるもの

※申請時点で従事者が未定の場合も予定している条件を確認できるもの

	精算

（完了時）
	証憑書類

精算を行う際は次の書類を提出してください。

1. 業務日誌等、従事した日数と業務内容を確認できるもの
2. 賃金台帳、振込み明細・受領書等、支払を行った事実を確認できるもの

3. その他、積算（申請）時に未提出の契約書等
※詳細は、会計報告作成要領でも確認してください。





自己資金


（50万円）








団体の実施する
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プロジェクト成果





JICSの支援する


プロジェクト


（上限100万円※）





他団体の助成金


（150万円）








団体の実施する
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プロジェクト目標





団体の計画するプロジェクト③�（全体予算：300万円　）








団体の全体活動
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